
地方税収の偏在是正に関する国等の動き 

 

◇ 地方財政審議会（総務省） 

【地方法人特別税等に関する暫定措置法の可決、成立を受けて（20.4.30）】 

地方税収の偏在是正については、先の当審議会の意見（平成 19 年 11 月 16 日）で述べた

ように、偏在度の小さい地方税体系を構築することが必要であり、地方消費税の充実を基

軸に行うべきである。 

 「地方法人特別税等に関する暫定措置法」による地方法人特別税及び地方法人特別譲与

税の導入は、それが地方公共団体により賦課徴収され、税収の全額が地方財源に充当され

るものであるにせよ、地方税を国税化し、譲与税化するものにほかならず、何ら地方税の

充実が図られるものではなく、当審議会の意見に照らし、適切なものとは言えない。 

 この措置は、地方消費税の充実を含む税体系の抜本的改革が実施されるまでの間の、緊

急かつ暫定的措置とされているが、その期限が明確に確定されていないこともあり、速や

かにかつ確実に、この抜本的改革を実現し、このような暫定措置の解消に努めるべきであ

る。（地方財政審議会議事要旨から抜粋） 

 

 

◇ 財政制度等審議会（財務省） 

【平成 21 年度予算編成の基本的考え方について（20.6.3）】 

２．地方財政 

地方税財政の議論を建設的に進めるため、様々な主張をバランスよく満たす制度はどの

ようなものかとの考え方で、将来世代を含めた住民・国民の立場から論じるべき。「地方

税充実」、「格差是正」、「住民・国民負担増抑制」という地方団体等からの主張については、

現在の地方消費税や地方法人特別譲与税のような客観的基準で配分される地方税の大幅

拡充により、その３つの主張を満たす仕組みの構築が可能。 

（「平成 21 年度予算編成の基本的考え方について」のポイントから抜粋） 

 

 

 

◎財政審建議、「地方税の考え方と矛盾」＝滝野総務次官 

 総務省の滝野欣弥事務次官は５日の記者会見で、財政制度等審議会が２００９年度予算

編成に対する建議（意見書）で、地方財政の充実や税収格差是正には、人口など客観的な

基準で各自治体に税収を配分する地方消費税や地方法人特別譲与税の割合を増やすべき

だと指摘したことについて、「地方税の考え方と明らかに矛盾する」と批判した。 

 滝野次官は「地方税とは各団体が課税客体をとらえて、法令や条例にのっとって課税す

るもの。（客観的な基準で）配分するというのはまったく齟齬（そご）した考え方だ」と

述べた。（時事通信社 20.5.5） 
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